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民生用燃料電池導入支援補助金 交付規程 

 

 

（目的） 

第１条 この規程は、民生用燃料電池導入支援補助金交付要綱（平成 21・03・06 財資第 9 号

（制定）。平成 22・03・29 財資第 62 号（改正）。平成 23・03・30 財資第 2 号（改正）。平成

24・03・30 財資第 5 号（改正）。20140109 財資第 6 号（改正）。以下「要綱」という｡）第２

条の規定に基づき､一般社団法人燃料電池普及促進協会（以下「協会」という。）が行う民生

用燃料電池導入支援補助金（以下「補助金」という｡） の交付の手続等を定め､もってその業

務の適正かつ円滑な運営を図ることを目的とする｡  

 

（適用） 

第２条 協会が行う補助金の交付は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和

３０年法律第１７９号）及び補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和

３０年政令第２５５号）並びに要綱に定めるところによるほか､この規程の定めるところによ

る｡ 

 

（用語の定義） 

第３条 この交付規程において、「燃料電池コージェネレーションシステム」とは、燃料電池ユ

ニット並びに貯湯ユニット等から構成される、電気と熱の供給を主目的としたシステムをい

う。 

 

（交付の対象） 

第４条 協会は、協会が指定した燃料電池コージェネレーションシステム（以下「補助対象シ

ステム」という。）を導入する事業（以下「補助事業」という。）の実施に必要な経費（消費

税を除く。）のうち、別表に掲げる補助金交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」とい

う。）について､予算の範囲内で当該補助事業を行う者であって、かつ、補助事業の完了後、



補助対象システムの使用を開始する者又は速やかに使用を開始することが見込まれる者（以

下「補助事業者」という。）に対し､当該補助対象経費の一部に充てるため補助金を交付する。 

 

２ 前項に定める機器の指定は、燃料電池コージェネレーションシステム製造事業者等（以下

「製造事業者等」という。）からの申請に基づき、協会が行うものとする。なお、機器指定の

手続等に関する必要な事項は、協会が別に定める。 

３ 補助対象システムは、以下の各号を満たした機器とする。 

（１） 定格運転時において０．５から１．５ｋＷの発電出力があること。 

（２） 定格運転時における低位発熱量基準（ＬＨＶ基準）の総合効率が８０％以上（ＨＨ

Ｖ基準で７２％相当以上）であること。 

（３） 貯湯容量５０リットル以上のタンクを有し燃料電池ユニット部の排熱を蓄えられる

こと。 

（４） 未使用品であること。 

４ 補助事業者が事業を営んでいない個人である場合（ただし、個人であってもリース契約等

により補助対象システムを貸し付ける者は除く。）は、次の各号に掲げる事業のいずれかにつ

いて、その実施に関する意思を表明しなければならない。 

（１） 国の委託を受けた事業者が運営・管理するＪ－クレジット制度に基づく排出削減事

業「J-グリーン・リンケージ倶楽部（燃料電池）」 

（２） 前号に掲げる事業以外のＪ－クレジット制度に基づく排出削減事業（地方公共団体

又は民間団体等が運営・管理するもの等） 

 

（補助金の額） 

第５条  前条第１項に規定する補助金の額は、消費税を除く補助対象経費の費目ごとに補助率

を乗じて得た額を合計し千円未満を切捨てた額とし、上限については固体高分子形（ＰＥＦ

Ｃ）は３８万円、固体酸化物形（ＳＯＦＣ）は４３万円とする。 

 

（申請者の募集及び申請者の定義） 

第６条 協会は、予算の範囲内において､別に定める応募要領により申請者を募集する。 

２ 前項の申請者の定義は、以下のとおりとする。 

（１） 住宅及び建築物に補助対象システムを導入、設置する者は「一般用申請者」という。 

（２） 販売を目的とした建売等の住宅及び建築物に補助対象システムを導入、設置する者

から補助対象システム付き住宅等（以下「建売住宅等」という。）を購入する者は「建

売用申請者」という。 

 

（一般用申請者の申込･交付申請） 

第７条 一般用申請者は、補助金の申込･交付申請をしようとするときは、様式第１による補助

金申込･交付申請書に必要に応じて協会が指示した書類を添付して、協会に提出しなければな

らない。なお、一般用申請者が第三者とリース契約等を締結し補助対象システムを貸し付け

る場合については、補助対象システムに関する共同申請同意書を添付して、協会に提出しな

ければならない。 

 

（建売用申請者の申込･交付申請） 

第８条 建売用申請者は、補助金の申込･交付申請をしようとするときは、様式第２による補助

金建売用申込･交付申請書及び売買契約書等の写し並びに必要に応じて協会が指示した書類

を添付して、協会に提出しなければならない。  



 

（一般用申請者への申込受理･交付決定の通知） 

第９条 協会は、補助金申込･交付申請書が協会に到着した日を受付日とし、当該申込･交付申

請書の受付を行うものとする。 

２ 協会は、前項申込･交付申請書の内容を審査し、補助金を交付することが適当であると認め

たときは、補助金の交付を決定し、様式第３による補助金申込受理・交付決定通知書により、

一般用申請者に通知する。また、必要な事項の確認、修正については、補正により対応する。

補助金申込･交付申請書が適正でないと認めたときは理由を付して、その旨を一般用申請者に

通知するものとする。 

３ 協会は、前項の補助金申込受理・交付決定通知に際して、第１１条の事項につき条件を付

するものとする。また、必要に応じ、その他の条件を付することができるものとする。 

４ 受付日の期限等については、別に定める応募要領によるものとする。 

 

（建売用申請者への申込受理･交付決定の通知） 

第１０条 協会は、補助金建売用申込･交付申請書が協会に到着した日を受付日とし、当該申込･

交付申請書の受付を行うものとする。 

２ 協会は、前項申込･交付申請書の内容を審査し、補助金を交付することが適当であると認め

たときは、補助金の交付を決定し、様式第４による補助金建売用申込受理・交付決定通知書

により、建売用申請者に通知する。また、必要な事項の確認、修正については、補正により

対応する。補助金建売用申込･交付申請書が適正でないと認めたときは理由を付して、その旨

を建売用申請者に通知するものとする。 

３ 協会は、前項の補助金建売用申込受理・交付決定通知に際して、第１１条の事項につき条

件を付するものとする。また、必要に応じ、その他の条件を付することができるものとする。 

４ 受付日の期限等については、別に定める応募要領によるものとする。 

 

（交付にあたっての条件） 

第１１条 協会は、補助金の申込受理・交付決定通知をする場合において、次に掲げる事項に

つき条件を付するものとする。  

（１） 補助事業者は、協会が第２３条の規定による補助金の交付業務の適正かつ円滑な運

営を図るため､必要に応じて報告を求め、又は現地調査等を行おうとするときは遅滞な

くこれに応ずること｡ 

（２） 補助事業者は、第２２条第１項の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取

り消され得ることに留意すること。 

（３） 補助事業者は、協会が第２２条第３項の規定による補助金の全部又は一部の返還を

請求したときは、協会が指定する期日までに返還するとともに､第２２条第４項の規定

に基づき加算金を併せて納付すること。この場合において､当該期日までに返還しなか

ったときは､第２２条第５項の規定に基づき延滞金を納付すること。 

（４） 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産

等」という。）については、第２４条の規定により取得財産等管理台帳を備え、補助事

業の完了後においても善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交

付の目的に従ってその効率的な運用を図ること。この場合において、補助事業者は､

天災地変その他補助事業者の責に帰することのできない理由により、取得財産等が毀

損され又は、滅失したときは､その旨を協会に届け出ること。 

（５） 補助事業者は、取得財産等を処分（補助金の交付の目的に反して使用し、売却し、

譲渡し、交換し、貸付し（補助事業者が貸与することを目的として当該財産を取得し



た場合を除く。）、廃棄し又は、担保に供しようとすること等をいう。）しようとすると

きは､第２５条第１項の規定に基づきあらかじめ財産処分承認申請書を協会に提出し、

その承認を受けること｡ 

（６） 補助事業者は、第２５条第１項の規定に基づく承認を受けた後、第２５条第２項の

規定による取得財産等の処分をした場合において、協会の請求があったときは、交付

を受けた補助金の全部又は一部を返還すること。 

（７） 補助事業者は、第２６条の規定に基づき、補助事業の経理についての帳簿を備え、

補助事業以外の経理と区分した上、補助事業の収入額及び支出額を記載し、補助金の

使途を明らかにしておくとともに、その会計帳簿及び収支に関する証拠書類を補助事

業の完了した日又は補助事業の廃止の承認があった日の属する協会の会計年度が終了

した後５年間保存しておくこと。 

 

（申請の取下げ） 

第１２条 第９条第２項又は第１０条第２項の規定による申込受理・交付決定の通知を受けた

場合において、当該通知に係る補助金の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服が

あり、当該申請を取下げようとするときは、当該通知を受けた日から１０日以内に申込・交

付申請の取下げに関する届出を協会に提出しなければならない。 

 

（設置工事の着工等） 

第１３条 一般用申請者は、第９条第２項に規定する申込受理・交付決定通知を受けた後、補

助対象システムの設置工事(以下「設置工事」という。）を着工することができる。 

２ 建売用申請者は、第１０条第２項に規定する申込受理・交付決定通知を受けた後、補助対

象システムの引渡しを受けなければならない。 

３ 一般用申請者又は建売用申請者は、別に定める応募要領の補助事業の完了期限までに設置

工事を完了しなければならない。 

 

（計画変更の承認） 

第１４条 一般用申請者は、補助事業の内容等を変更する場合は、あらかじめ様式第５による

計画変更承認申請書を協会に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、軽微な変

更については、変更内容を協会に報告し、その指示を受けなければならない。 

２ 建売用申請者は、補助事業の内容等を変更する場合は、あらかじめ様式第６による建売用

計画変更承認申請書を協会に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、軽微な変

更については、変更内容を協会に報告し、その指示を受けなければならない。 

３ 協会は、前２項に規定する計画変更承認申請書又は建売用計画変更承認申請書の内容が適

正であると認めたときは、その旨を様式第７による計画変更承認通知書又は様式第８による

建売用計画変更承認通知書により、申請者に通知するものとする。 

４ 協会は、前項の承認に際して、必要に応じ、条件を付すことができるものとする｡ 

 

（中止の報告） 

第１５条 一般用申請者又は建売用申請者は、やむをえない理由により補助事業を中止しよう

とするときは、速やかに様式第９による中止報告書を協会に提出し、その指示を受けなければ

ならない。 

 

（補助事業の完了期限の延期承認） 

第１６条 一般用申請者又は建売用申請者は、別に定める応募要領の補助事業の完了期限まで



に補助事業を完了することが出来ないと見込まれる場合、速やかに様式第１０による補助事

業完了期限延期承認申請書、又は様式第１１による建売用補助事業完了期限延期承認申請書

を協会に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 協会は、前項に規定する補助事業完了期限延期承認申請書又は建売用補助事業完了期限延

期承認申請書の内容が適正であると認めたときは、その旨を様式第１２による補助事業完了

期限延期承認通知書又は様式第１３による建売用補助事業完了期限延期承認通知書により、

申請者に通知するものとする。 

３ 協会は、前項の承認に際して、必要に応じ、条件を付すことができるものとする｡  

 

（一般用申請者の補助事業完了報告） 

第１７条 一般用申請者は、補助事業が完了したときは、完了の日から起算して３０日以内又

は別に定める応募要領の補助事業の完了期限までのいずれか早い日までに様式第１４による

補助事業完了報告書（兼取得財産等明細表)に次の各号に掲げる書面を添付し協会に提出しな

ければならない。なお、一般用申請者が第三者とリース契約等を締結し補助対象システムを

貸し付ける場合については、補助対象システムに関するリース契約書等の写し及び補助対象

システムに関するリース料計算書及びリース料から補助金相当分が減額されていることを証

明できる書類を添付して協会に提出しなければならない。 

（１） 補助対象システムの設置状況を示す写真 

（２） 印鑑証明書の原本 

（３） その他必要に応じ協会が指定する住所確認書類 

 

（建売用申請者の補助事業完了報告） 

第１８条 建売用申請者は、補助事業が完了したときは、完了の日から起算して３０日以内又

は別に定める応募要領の補助事業の完了期限のいずれか早い日までに様式第１５による建売

用補助事業完了報告書（兼取得財産等明細表)に次の各号に掲げる書面及び必要に応じて協会

が指示した書類を添付して、協会に提出しなければならない。 

（１） 補助対象システムの設置状況を示す写真 

（２） 印鑑証明書の原本 

（３） 補助対象システムが未使用品であることを証する書類 

（４） その他必要に応じ協会が指定する住所確認書類 

 

 （補助金の額の確定） 

第１９条 協会は､第１７条又は第１８条の規定による補助事業完了報告書（兼取得財産等明細

表)の提出があった場合は、当該報告書の内容を審査及び必要により現地調査等を行い、補助

金を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の額の確定を行い、様式第１６による

補助金の額の確定通知書を補助事業者に通知するものとする。 

２ 協会は、補助金の交付が適当でないと認めたときは､その旨を申請者に通知するものとす

る｡  

 

（補助金の支払） 

第２０条  協会は、第１９条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後、これを取りま

とめ、経済産業大臣に対し当該補助金に係る補助金の支払いを請求し､支払を受けた後遅滞な

く補助事業者に補助金を支払うものとする｡ 

 

（手続代行者） 



第２１条 第６条第２項に規定する申請者は、第７条の補助金申込･交付申請書、第８条の補助

金建売用申込･交付申請書、第１２条の申込・交付申請の取下げに関する届出、第１４条第１

項の計画変更承認申請書、第１４条第２項の建売用計画変更承認申請書、第１５条の中止報

告書、第１６条第１項の延期承認申請書、第１７条の補助事業完了報告書（兼取得財産等明

細表）又は第１８条の建売用補助事業完了報告書（兼取得財産等明細表）の手続き代行につ

いて、第三者（以下「手続代行者」という。）に依頼することができるものとする。 

２ 手続代行者は、依頼された手続きを誠意をもって実施するものとする。また、本手続きの

代行を通じて申請者に関して得た情報は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第

５７号）に従って取り扱うものとする｡ 

 

（交付決定の取消し） 

第２２条 協会は、次の各号の一に該当すると認められる場合は、第９条第２項又は第１０条

第２項の規定による補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消し、又はこの交付の決定内

容若しくはこれに付した条件を変更することができる。 

 （１） 補助事業者が法令、本交付規程、応募要領又はそれらに基づく協会の処分若しく

は指示に違反した場合。 

 （２） 補助事業者が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合。 

 （３） 補助事業者が、補助事業に関して不正、怠慢その他不適当な行為をした場合。 

２ 前項の規定は、第１９条に規定する補助金額の額の確定があった後においても適用がある

ものとする。 

３ 協会は、第１項の規定による取消しを行った場合において、当該取消しに関し、既に補助

金を交付しているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとし、

補助事業者はその指示に従わなければならない。 

４ 協会は、前項の補助金の返還を請求するときは、当該補助金の受領の日から納付の日まで

の日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、

既納付額を控除した額）につき年１０．９５パーセントの割合で計算した加算金を加えて当

該補助事業者から徴収するものとする。 

５ 協会は、第３項に基づく補助金の返還については、同項により付された期限内に納付が無

い場合は、返還の期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額に係る金額につ

き年１０.９５パーセントの割合で計算した延滞金を加えて補助事業者から徴収するものと

する。 

 

（協会による調査等） 

第２３条 協会は、補助金の交付業務の適正かつ円滑な運営を図るため､必要に応じて補助事業

者、一般用申請者、建売用申請者、手続代行者等（以下「補助事業者等」という。）に対して

報告を求め、又は現地調査等を行うことができるものとする。 

 

（取得財産等の管理等） 

第２４条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産

等」という。）については、様式第１７による取得財産等管理台帳を備え、補助事業の完了後

においても善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付の目的に従って

その効率的運用を図らなければならない。この場合において、補助事業者は､天災地変その他

補助事業者の責に帰することのできない理由により、取得財産等が毀損され又は、滅失した

ときは､その旨を協会に届け出なければならない｡ 

 



（取得財産等の処分の制限等） 

第２５条 補助事業者は、取得財産等を処分制限期間内において、当該取得財産等を処分しよ

うとするときは、あらかじめ様式第１８による財産処分承認申請書を協会に提出し､その承認

を受けなければならない｡ 

２ 補助事業者は、前項の規定により承認を受けて当該取得財産等を処分した場合において、

補助事業の目的が達成できないとして協会が請求したときは、交付を受けた補助金の全部又

は一部を返還しなければならない。 

３ 前項の補助金の返還については、第２２条第５項の規定を準用する。 

 

（補助事業の経理等） 

第２６条 補助事業者は、補助事業の経理についての帳簿を備え、補助事業以外の経理と区分

した上、補助事業の収入額及び支出額を記載し、補助金の使途を明らかにしておかなければ

ならない。 

２ 前項の支出額について、その内容を証する書類を整理して、前項の帳簿とともに補助事業

の完了した日又は補助事業の廃止の承認があった日の属する協会の会計年度が終了した後５

年間保存しなければならない。 

 

（不正行為等の公表等） 

第２７条 協会は、補助事業者等が虚偽及び不正行為等により補助金の交付の手続等を行った

場合、次の措置を講ずることができるものとする。 

（１） 協会の所管する契約等の全部又は一部について、一定期間指名等の対象外とするこ

と。 

（２） 補助事業者等の名称及び不正の内容を公表すること。 

 

（個人情報に関する事項） 

第２８条 協会が本補助金事業実施に伴い補助事業者等から取得した個人情報は、法令に定め

られている場合を除き、次の目的に使用する。 

（１） 民生用燃料電池導入支援補助金交付に係る業務に利用する。 

（２） 国が行うその他調査業務等に利用する。その場合、国が指定する外部機関に提供を

行う場合がある。 

 

（その他の必要な事項） 

第２９条 補助金の交付に関するその他必要な事項は、協会が別にこれを定める。 

 

附則 

 この規程は、経済産業大臣の承認を受けた日（平成２１年４月１日）から施行する。 

附則 

 この規程は、経済産業大臣の承認を受けた日（平成２２年４月１日）から施行する。 

附則 

 この規程は、経済産業大臣の承認を受けた日（平成２３年４月１日）から施行する。 

附則 

 １．この規程は、経済産業大臣の承認を受けた日（平成２３年９月３０日）から施行する。 

２．改正後の第５条の規定は、改正後に第７条及び第８条による申込をし、第９条第２項補

助金申込受理通知書及び第１０条第２項補助金建売用申込受理通知書の通知を受けた者に

適用する。 



なお、本改正前に第９条第２項補助金申込受理通知書及び第１０条第２項補助金建売用

申込受理通知書の通知を受けた者については、従前の例によるものとする。 

附則 

 この規程は、経済産業大臣の承認を受けた日（平成２４年４月５日）から施行する。 

附則 

 １．この規程は、経済産業大臣の承認を受けた日（平成２４年８月２１日）から施行する。 

２．改正後の第５条の規定は、改正後に第７条及び第８条による申込をし、第９条第２項補

助金申込受理通知書及び第１０条第２項補助金建売用申込受理通知書の通知を受けた者に

適用する。 

なお、本改正前に第９条第２項補助金申込受理通知書及び第１０条第２項補助金建売用

申込受理通知書の通知を受けた者については、従前の例によるものとする。 

附則 

 この規程は、経済産業大臣の承認を受けた日（平成２６年３月１０日）から施行する。 

附則 

１．この規程は、経済産業大臣の承認を受けた日（平成２６年９月１日）から施行する。 

２．本改正前に第９条第２項に規定する補助金申込受理・交付決定通知書及び第１０条第２

項に規定する補助金建売用申込受理・交付決定通知書の通知を受けた者については、改正

後の交付規程による様式第１０、様式第１１、様式第１４及び様式第１５にかかわらず、

なお従前の例によるものとする。 

 



 

別表 

 

 

補助対象経費の費目 

（消費税除く） 

 

費目 内容 補助率 

機器費 

 

燃料電池コージェネレーションシステム(燃料

電池ユニット、貯湯ユニット等)本体及び付属

品に係る購入費用と従来型給湯器の機器費と

の差額 

 

２分の１以内 

工事費 

 

配線・配線器具の購入・据付、配管・配管器具

の購入・据付、上記工事に付随するその他工事

費用 

 

２分の１以内 

 


